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 令和３年度に実施した定期監査の結果に対し、豊中市長より監査の結果を参考と

して措置を講じた旨の通知があったので、地方自治法第１９９条第１４項の規定に

より、次のとおり公表します。 

 

 

令和４年（2022年）１２月２７日 

 

 

 

豊中市監査委員  岸 本 康  孝 

同      相  間  佐 基 子 

同      松 下 三  吾 

同      木 村    真 



豊消総第１２９３号 

令和４年(2022年)１２月６日 

 

豊中市監査委員 様 

 

 

豊中市長 長内 繁樹          

 

 

地方自治法第１９９条第１４項の規定に基づく措置の通知について 

 

令和３年度定期監査において指摘のあった事項について、下記のとおり措置を講

じたので通知いたします。 

 

記 

 

１ （監査実施日 令和 ４年 １月 ３１日） 

 

対象となった 

部局 

課・施設の名称 

指摘事項 講じた措置の内容 

消防局 

警防課 

備品台帳に記載されている備

品について試査を行ったとこ

ろ、デジタルカメラが廃棄され

ているのにその手続が行われて

いなかった。 

廃棄されていた備品について、

備品返納の手続きを行いまし

た。 



消防局 

警防課 

防火水槽用地の住宅並びに倉

庫用地としての使用許可につい

ては、昭和３６年（1961年）の

市道拡張に伴う用地買収の条件

として引続き使用を認めてきて

いるものであり、行政財産の使

用許可に係る基準によることが

著しく不適当又は困難と認めら

れる特別の事由がある案件とし

て決裁を得ているが、同基準に

おいて必要とされている特別の

事由の公表がなされていなかっ

た。 

また、その一方で、同基準に

定める使用料減免基準（「本市

の事務・事業の遂行上必要不可

欠なもので、積極的に協力をす

る必要がある事業の用に直接使

用する場合」）に該当するとし

た行政財産使用料減額・免除申

込書を提出させており、一貫性

を欠く事務処理となっていた。 

特別の事由を明確（事後公表）

にしました。 

本件使用者に対して「行政財産

使用許可申込書」と「行政財産

使用料減額・免除申込書」が

「行政財産の使用許可に係る基

準」において一貫性を欠いてい

る申請であることを説明し、

「行政財産使用許可申込書」と

「行政財産使用料減額・免除申

込書」が一貫性のある表記内容

として申請していただくことと

しました。 

その後、申請を受け、財務部長

の合議を経て消防局長の専決に

より決裁し「行政財産使用許可

書」「行政財産使用料減免許可

書」を発行しました。 

 

 

 

 

 


